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 <今週のトピックス> 

 

（１） 中央企業改革を推進、負債圧縮へ 

 

■ 中国の李克強首相が主宰する国務院（中央政府）常務会議が開かれ、中央政府が管

轄する国有企業（中央企業）の経営改革を進め、負債比率をさらに引き下げていく方針

を確認した。 

 

■ 中央企業の今年１～７月の利益総額は前年同期比１６．４％増と前年同期の３．７％減

から大きく改善している。常務会議は負債比率の削減を加速させる必要性を確認。負

債比率の警戒ラインを設定し、リスク管理、非主力事業への投資を厳格に管理、債務

の株式化などの活用などを進めることを決めた。また、過剰生産能力の削減・淘汰を継

続していく方向性も確認。石炭と鉄鋼で生産能力の削減を進めたうえで、石炭火力発

電、建材の減産・投資削減を実践するよう求めた。生産能力の拡大に向けた新規投資

に関しては一段と厳格に規制する。 

 

■ 国務院は昨年１０月、企業の負債比率を削減するための政策指針を発表。企業間の合

併・買収（M&A）や、実質的に経営破綻している企業については法に基づく破産処理を

進めていく方針を明確化した。中央企業の総数は、１０１→９９社に減少し、１００社以下

とする政府目標を繰り上げて達成する。 

 

（２） 情報関連消費、２０年に６兆元へ拡大 

 

■ 中国国務院（中央政府）は２４日、情報関連消費による内需拡大に向けた政策指針を

発表した。２０２０年までに情報関連消費を６兆元（＠１６．４０、約９８兆４０００億円）へ

拡大し、年間平均成長率は１１％以上とする目標を掲げた。情報関連消費の喚起に向

け、通信インフラの整備も進める。 
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■ 中国国内メディアによると、２０１６年の情報関連消費は前年比２１．９％増の３兆９０００

億元（＠１６．４０、約６３兆９６００億円）だった。政府目標に基づくと、２０２０年の情報関

連消費は２０１６年比で１．５倍以上に拡大する見通しだ。通信インフラの整備を進める

に当たっては、光ファイバー網と第４世代通信システム（４Ｇ）網のカバー率を拡大する。

その一方で第５世代通信システム（５Ｇ）の規格研究や技術試験も推進し、２０２０年の

商用化を目指す。市場では国内３大キャリアが２０１８年に５Ｇ網の整備に着手するとの

見方が強く、投資総額は４Ｇを上回る３０００億元（＠１６．４０、４兆９２００億円）超に達

するとみられている。 

 

■ 国家インターネット情報弁公室の担当者は「情報関連消費の拡大は経済成長をもたら

すだけでなく、情報産業と従来型産業の融合を図る側面も持つ」と指摘。産業構造の最

適化や取引コストの削減、省資源・省エネ、生産性の向上が期待できるとの見方を示し

た。 

 

（３） 独身者２億人超、「お１人様」サービス拡大 

 

■ 晩婚化、離婚率の上昇を背景に自分だけで行動することを楽しむ「お 1人様」向けの商

品、サービスなどが続々と誕生している。中国の独身人口は２０１６年末時点で、ロシア

（１億４４３０万人）と英国（６５６４万人）の人口を超える２億人以上にまで達した。総人

口に占める比率は１９９０年時点の６％から１４％へ８ポイントも上昇。家族中心の中国

人社会に変化をもたらしていると中国国内メディアが伝えた。 

 

■ 外食産業では、１人でも利用できるカジュアルな雰囲気のレストランが登場している。北

京市のショッピングセンター「朝陽大悦城」ではレストラン７店が提携し、「お１人様向け

鍋セット」などの定食メニューを加えた。 

 

■ 中国の独身人口は拡大を続けている。大都市を中心に晩婚化が加速。上海では女性

の平均初婚年齢が、６年前の２７歳から足もとで３０歳に上がった。さらに離婚率も過去

１３年間で２倍に上昇。全国の離婚カップルは、２０１０年の２６７万８０００組から２０１５

年は３８４万１０００組へ４３．４％も増加した。 
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<相場情報> 

 

（為替相場） （出所： Thomson Reuters、Close Rate）  2017年 

項目 2017/8/21 2017/8/22 2017/8/23 2017/8/24 2017/8/25 

1USD/RMB 6.6630  6.6600  6.6569  6.6600  6.6465  

1USD/JPY 108.97  109.56  109.02  109.54  109.34  

1RMB/JPY 16.3545  16.4505  16.3770  16.4474  16.4508  

1RMB/HKD 1.1741 1.1751 1.1755 1.1745 1.1764 

 

（株式市場） （出所： Thomson Reuters）  2017年 

項目 2017/8/21 2017/8/22 2017/8/23 2017/8/24 2017/8/25 

上海 A 株 3442.27  3445.79  3443.17  3426.18  3489.14  

上海 B株 339.07  338.08  337.18  336.44  339.15  

深圳 A 株 2004.31  1995.83  1989.21  1977.18  1997.79  

深圳 B株 1168.37  1164.16  1160.91  1153.30  1153.90  

 

（人民元基準金利） （出所：中国人民銀行 2015年 10 月 26日改定）（年利、％）  

普通預金 定期預金 貸出 

利率 期間 利率 期間 利率 

0.35 

 

3 ヶ月 1.10 1 年 4.35 

6.3  6 ヶ月 1.30 1 年～5 年 4.75 

 1 年 1.50 5 年超 4.90 

  2 年 2.10   

 

以上 
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